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※８月３１日に配布した事前資料です。当日はこちらに触れることはほとんでできません

でした。 

2020/08/31 

E３「「ポスト冷戦期」の政治と思想」分科会 

報告者：河野有理（都立大学） 

 

「近代主義右派」と佐藤誠三郎：待鳥聡史『政治改革再考』

（2020）によせて1 

 

「なるほど自分は御用学者かもしれない。しかし、あなたのような無用学者よりましである」（佐

藤誠三郎）2 
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１、「ポスト冷戦期」と「戦後」 

 冷戦の終焉と昭和天皇の死が重なるため、くしくも現在までの本邦の「ポスト冷戦期」

は、ほぼ「平成」のそれと重なることになる。とはいえ、天皇の代替わりはもちろんのこ

と、たとえばベルリンの壁の崩壊をもってただちに「本邦においても当然に時代が変わっ

たはずだ」と思い込むのは、判断停止というものだろう。 

事実、昭和と平成にまたがって続いていたものもずいぶん多い。お茶の間の話題を例に

とれば、怠惰な筆者が院生時代にさすがにこの時間まで自宅にいると罪悪感を覚えたタモ

リのトークバラエティ『笑っていいとも！』が開始したのは１９８２年（昭和５７年）―

 
1 未定稿につき引用に際してはご相談くださいますと幸いです。 
2 川島幸希「恩人としての佐藤先生」より。同編集委員会編『佐藤誠三郎追想録』秀明出版

会、２０１４年、７５頁。 
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―日航機墜落と中曽根首相就任の年――、終了したのが２０１４年（平成２６年）であっ

た。さらに長寿の番組もある。１９７９年（昭和５４年）に開始したテレビアニメ『ドラ

えもん』も（声優を大幅に入れ替えつつ）、１９７６年（昭和５１年）――田中角栄逮捕の

年であった――に開始した『徹子の部屋』、１９６９年開始（昭和４４年）のテレビアニメ

『サザエさん』は（やはり「中の人」の多くは入れ替わりつつ）現在もなお存続中である。

年末の風物詩、NHKの紅白歌合戦の開始はさらにさかのぼり１９５１年（昭和２６年）―

―サンフランシスコ条約締結の年――である（ちなみにラジオ放送、テレビは１９５３年

から）。 

紅白歌合戦の歴代最高視聴率は１９６３年の大みそかの８１、４％。鶴見俊輔は、「総中

流」意識に縁どられた戦後日本の「共通文化」（common culture）の一つの典型をこの紅白

歌合戦に見出している（『戦後日本の大衆文化史―1945～1980 年』）3。平成においては、

もちろん紅白歌合戦は大みそかにおけるお茶の間の唯一の選択肢ではもはやなかった。し

かし、低視聴率が嘆かれつつも、それは続いてきた。あたかも何度もその「終わり」や「総

決算」が叫ばれながら、だらだらと続く「戦後」そのものであるかのように。 

終わらないこの「戦後Ｘ年」という時代意識は扱いの難しいやっかいなものだが、他方

で、「ポスト冷戦期」という概念に潜む無意識の欧米中心主義をあぶりだすには有用だろう。

「ポスト冷戦ですって、ご冗談を。冷戦が終わったのはヨーロッパやアメリカの話でしょ

う？」。３８度線を前にして依然として休戦状態にあることになっている朝鮮半島の人々な

らそう言うかもしれない（もちろん、「いまだ「戦後」ですらない」と言われる可能性もあ

る）。そしてそのことについて、好むと好まざるとにかかわらず、浅からぬ縁と責任を有す

るはずの本邦でも事情は同じであるのかもしれない。たとえばここで、冷戦「構造」の法

的政治的表現としての「九条＝安保体制」論を想起するのは無駄ではないだろう4。日米貿

易摩擦、湾岸戦争、９１１、ＰＲＣの軍事的台頭、国際・安全保障環境の激変が叫ばれる

たびにその耐容年数が問題になるこの体制（ドクトリン）は、その仮想敵すら変えながら

も、平成を越えてついに延命したのである。日本国憲法と日米安全保障条約こそが、この

「終わらない戦後」の制度的保障であり、要は（どぎつい言葉を使えば）戦後日本の「国

体」なのかもしれず、そうした立場に立てば、「ポスト冷戦」などという舶来の歴史意識な

ど物の数ではないということにもなろう。「国体」は「万古不易」なのだ、というわけであ

る。 

 

２、『政治改革再考』といわゆる「近代主義右派」について 

 
3 『鶴見俊輔集 ５ 現代日本思想史』、筑摩書房、１９９１年、２８２頁。 
4 酒井哲哉「「9条=安保体制」の終焉――戦後日本外交と政党政治」『国際問題』３７２号、

日本国際問題研究所、１９９１年３月。５５年体制の崩壊はこの「九条＝安保体制」の終

焉をもたらさなかった。添谷芳秀『安全保障を問いなおす 「九条‐安保体制」を越えて』、

NHKブックス、２０１６年、９７頁。白鳥潤一郎「「価値」をめぐる模索――冷戦後日本

外交の新局面」『国際安全保障』第４５巻第４号、２０１８年３月。 
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 以上はもちろん、事柄の半面にすぎない。ポスト冷戦期、つまり「平成」の時代は、そ

れが生物学的個人の偶然の死と連動していることが信じられないほど、システマティック

にいろいろなことが変わった時代である。日経平均の史上最高値がいまだに平成元年１９

８９年の１２月２９日であることが端的に示すように、また「失われた X 年」という言い

方が示唆するように、本邦の経済的プレゼンスの持続的な低下がこの時期を特徴づけるも

のであることは言うまでもない。他方で、改革開放路線を突き進むＰＲＣにとって、１９

８９年６月４日の第二次天安門事件による国際社会からの離脱は結果として一時的なもの

に過ぎず、その後の経済的・軍事的プレゼンスの上昇はこれまた見まがいようのないもの

である。そして、政治学者にとってとりわけ重要なのは、「改革」の時代であろう。「５５

年体制」の崩壊と「平成デモクラシー」の誕生。こと政治体制に関する限り、平成の時代

が巨大な変化を経験しなかったと考える政治学者はいない。この「変わる平成」と、前節

で述べたような「変わらない平成」との間の対照には――もちろんおよそすべての時代に

多かれ少なかれそういうところがあるとはいえ――どこか（少なくとも歴史家の）興味を

そそるところがありはしないか。 

 前者の「変わる平成」について包括的に研究した好著として、待鳥聡史『政治改革再考』

（新潮選書、２０２０年）をあげることに異論はすくないだろう。平成の「政治改革」を

明治憲法体制の確立と戦後憲法の制定に匹敵する「第三の憲法体制」の形成と評価する本

書（以下『再考』）は、一連の「政治改革」を一過性の「熱病」と見なしてすませたり、「新

自由主義的改革」あるいは「右傾化」といった曖昧模糊とした決まり文句で説明する見方

を一瞬で切り捨ててみせる。他方で、（当事者の回顧を含めた）従来の「平成デモクラシー」

論についても、その立場に基本的に寄り添いつつも、「政治改革に基本理念や設計があった

ことを強調する余り、広範囲にわたる改革に存在した相互の不整合やその結果として生じ

た新しい課題には、十分な目配りをしていないように思われる」（３５頁）とする。たしか

に、『再考』の一つの眼目は、この「不整合」や「新たな課題」の出現を説明するために、

制度とアクターの関係についての「因果メカニズム」「誘因構造」「連動性」といった諸概

念を分析の軸に据えることにあっただろう。『再考』が描く（やや戯画化された形での）「平

成デモクラシー」論は、したがって、分析者としても当事者としても、因果連関のメカニ

ズムやアクターを駆動する動機の構造、あるいはそうした動機を有する彼ないし彼女に課

せられていた制約条件への目配りが充分でなく、「理念」が自身をそのままの形で実現させ

るという「流出論」的な発想を（無意識のうちに）前提にしていたのだということになる

だろう。以上のような意味で、『再考』はやはり選挙制度や行政機構あるいは政党組織にか

かわるマルチレベルミックスに関する実証的な知見の豊かな蓄積がもたらした優れた成果

であろう5。 

 しかし他方、『再考』が「理念」つまり「アイデア」の重要性を等閑に付しているわけで

 
5 たとえばただちに砂原庸介『分裂と統合の日本政治―統治機構改革と政党システムの変

容』、千倉書房、２０１７年のような業績が浮かぶ。 
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はないことは読者もすぐに気づかれることであろう。それどころか同書全体における「改

革」の過程の記述は「アイデアとその土着化」という発想に基本的には貫かれているとさ

れる。もちろん、そこには別に矛盾は存在しない。同書が批判する「平成デモクラシー論」

が、理念やアイデアがそれ自身を実現するという流出論的発想に立つのだとしたら、『再考』

の枠組みはいわば理神論である。つまり全体は因果関係のメカニズムが貫徹しているとし

ても、そのピタゴラスイッチの最初の一撃を与える「因」となるのがつまりは理念であり

「アイデア」なのだというわけである6。 

 だが以上のような見立てが正しいとすれば、次に浮かんでくる疑問は『再考』における

「アイデア」とはいったい何なのだろうかということである。一般に、アイデアや理念は

それが小さく重くて〈濃い〉ものであれば、その拡散に際しては受容する側の抵抗やそれ

による変容、したがって因果連関の「因」としてそれが果たした役割は比較的容易に観察

できよう。反対に、それが大きく茫漠とした〈薄い〉ものであれば、受容に伴う拡散やそ

れに伴う変異の記述はともかくとして因果連関のプロセスの一部としての観察は困難とな

ろう。例えば前者としては死刑反対、後者としては環境保護のような「アイデア」が想定

できる。後者の特徴は「総論賛成、各論反対」が可能となることである（環境保護という

アイデアも例えばこれをより小さい「各論」に分割し、「CO２排出権取引スキーム」のよ

うなより「小さくて重いアイデア」として取り出されれば、それに対する態度は二値的な

ものに近似していくだろう）。こうした区別が仮に可能だとすれば、『再考』には濃淡のそ

れぞれ異なるアイデアが混在しているということが可能なように思われる7。たとえば小選

 
6 もしかしたらこした「見立て」は報告者の誤解なのかもしれない。だが、その場合には誘

因構造や連動性によって説明される部分と、「アイデアの土着化」で説明される部分との適

切な切り分け如何という難問が待っているように思われる。※この点、著書からは厳密な

因果関係の論証は当初より目指すところではなく、本書において「アイデア」は「記述的

推論」（KKV）のためのヒューリスティックな「概念レンズ」（アリソン）の役割を担って

いるとの反論があった。【2020年８月 31日追記】 
7 『再考』が「アイデアの土着化」の枠組みについて参照を指示するのは Amitav Acharya, 

How Ideas Spread: Whose Norms Matter? Norm Localization and Institutional Change 

in Asian Regionalism, International Organization 58, Spring 2004, pp, 239–275.である

が、第一に、この論文で問題にされている idea and normの「拡散（diffusion）」「土着化

（localization）」は、理論的な次元では、強い規範性を帯びたmoral cosmopolitanismが

典型例として検討されていること、また第二に、実際の事例として分析されているのが

ASEANにおける協調的安全保障と人道的介入の枠組み――つまりいかにも constructivist

好みの非伝統的脅威に対する多国間の協調的スキーム形成―であることには、注意が必要

であると思われる。典型的に想定されるのは強い規範的普遍性を持つ主張ないしそうした

主張を含意する制度が、それぞれそれを受容する側の歴史や伝統によっていわば適当に読

み替えられ「付会」される（framing and grafting）ことで定着する場合であり、そこでの

関心も政策過程における因果メカニズムよりは従来の制度や規範との置換（replacement）

に重点が置かれている。Amitav Acharyagaが「土着化」ということで想定するのは、たと

えば「女性の地位向上」というmoral cosmpolitan的な「アイデア」が、清朝中国末期の

纏足という制度と衝突した時に、「纏足はもともとは儒教の教えにはなかった考え方である」

と主張して「女性の地位向上」（つまり纏足の廃止）という結果を実現しようとするような
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挙区制はかなり明瞭に定義された（つまりそのままであれば二値的な対応を受容側に強い

やすい）〈濃いアイデア〉である。これに対して地方分権はそれ自体としてかなり規律密度

の粗い〈薄いアイデア〉と言えよう。わけても『再考』中で最大の「アイデア」は「近代

主義」である。そして著者によれば、これこそが「政治改革」全体を推進するもっとも重

要な「アイデア」であるという。 

 

しかし本書は、平成デモクラシー論がこれまで指摘してきたよりも、さらに根本的な基

盤が政治改革にはあったことを強調してきた。それは近代主義の理念である。（２６６－

２６７頁） 

 

 もちろん、アイデアの濃淡、その規律密度のばらつきは、それ自体では致命的な問題で

はない。たとえば、国際関係論の文脈でも相当に茫漠とした「アイデア」による因果連関

の帰結が語られることはありうる。しかしその場合には、よりハードな（つまりリアリズ

ム的な）「利益」による説明の失敗を受けて消去法的にその因果連関が推測されるのが常套

であろう8。だが、『再考』ではそうした対抗仮説が検討された形跡は見られない9。また、

それ自体としては茫漠とした薄い「総論的」なアイデアも、それぞれ論理的な連関を持つ

複数の「各論」的な濃いアイデアによってその中身が埋められるということも考えられる

だろう（先ほどの環境保護と排出権取引スキームの関係のように）。だが、『再考』ではア

イデア相互の関係がそのような統一的構造を形成していない。たとえば『再考』で指摘さ

れる各論的な「改革」（選挙制度改革、行政改革、日銀改革、司法改革、地方分権……etc.）

すべてに仮に反対の立場を持したとしても、『再考』で定義される以下のような「近代主義」

の定義にあてはまることが、なお可能となってしまうように思われる。 

  

（近代主義とは）日本社会を構成する個々人がより自律的になり、自らが関わる事柄に

ついて自ら責任を持って合理的に判断する主体として行動すること、そのような行動の

集積によって日本社会の物事の決め方や進め方が合理化することが望ましいとする考え

方である（同２６７頁） 

 

発想である。たとえば、「小選挙区比例代表並立制」がこの意味での「土着化」であるとす

る『再考』の説明にはやや疑問がある。 
8 国際保健協力の分野での「規範」の浸透はたとえばそういうものとして記述されることが

多いように思われる。Martha Finnemore, National Interests in International Society, 

Cornell University Press, 1996. Michael Barnett, Martha Finnemore, Rules for the 
World: International Organizations in Global Politics, Cornell University Press, 2006. 
9 たとえば、Amitav Acharya前掲論文でも realist的アプローチが検討された上で棄却さ

れる。前掲 p, 266. 「政治改革」における「理念」の選択が他方で、「権力闘争を政治改革

で説明する論理のすり替え」（田崎史郎『竹下派死闘の七十日』、清水真人『平成デモクラ

シー史』より重引）でなかったという保障はさしあたりない以上、その「土着化」も権力

闘争の綱引きによる妥協という有力な対抗仮説との関係が問題になるはずである。 
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 平成の「政治改革」にすべて反対の「近代主義者」ははたして想定できないだろうか。

あるいは地方分権のような「分権」的改革には賛成だが、選挙制度や行政改革のような「集

権」的改革には反対だという人は「近代主義者」なのだろうかそれともそうではないのだ

ろうか。あるいは「半‐近代主義者」とでも呼ぶべきものなのだろうか。「いや、それは近

代主義左派ですよ」というのであれば、今度は「右派」と「左派」の区別とメルクマール

が（というか本来はそれのみが）問題となるはずなのだが、『再考』での「右派」と「左派」

の定義は厳密な形では示されない。おそらく『再考』における「右派」も「左派」も（そ

して実はおそらく「近代主義」も）従来の日本政治史における政治的地理感覚でおなじみ

の「保革」分類を暗黙の前提として外挿されたものである（「近代主義」についてはいわゆ

る「党の近代化論」を想起せよ）。 

 もっとも報告者は「近代主義」ないし「近代主義右派」という『再考』における「アイ

デア」の設定はそれなりに巧妙であったと考えている。たとえば選挙改革が有する集権的

性格と、地方分権改革が有する分権的性格とを統一的に導く「アイデア」は、たしかに政

治制度の具体的なかたちに関わらない程度に〈薄い〉ものである必要があるだろう。だが、

やはりこれではアイデアとしては薄すぎるのではないかとの疑問がわくところである。例

の「なんでも説明できる（が故に何も説明していない）何か」になっているということは

なかろうか。「近代主義（右派）」とははたして何では「ない」のだろうか？ 

「近代主義」ないし「近代主義右派」のプロジェクトは何に対して、いかなる文脈のな

かに自己を位置づけようとしたのか。本稿で以下行いたいのはそれを考えるためのささや

かな予備作業である。つまり『政治改革再考』に（僭越ながら）少し長めの「注」を付け

てみようというのである。ただしそのことが、「政治改革」が置かれていたより広い文脈を

再考することを通して、「変わる平成」と「変わらない平成」という冒頭の構図を考えるう

えでのヒントを与えてくれるかもしれないとの期待も、報告者は有している。 

 

３、「近代主義右派」は誰ではないのか――日本型多元主義？―― 

 「近代主義右派」とは誰であり、誰ではなかったのか。それを考えるうえで参考になる

のは中北浩爾『自民党政治の変容』（２０１４年）にいういわゆる「日本型多元主義」グル

ープである。香山健一（1933‐1997）と佐藤誠三郎（1932‐1999）。中選挙区制や派閥に

よる疑似政権交代を擁護して「政治改革」の苛烈な批判者として立ち現れた彼らは10、『再

考』においては「保守主義」と位置付けられ、「近代主義右派」の祭壇に列聖されることは

ない。『再考』で具体的に「近代主義右派」として名指しされるのは、佐藤栄作政権時に政

権と深いかかわりをもった高坂正堯（1934‐1996）、永井陽之助（1924‐2008）、山崎正和

（1934‐2020）、粕谷一希（1930‐2014）等がその第一世代、（「保守」が重用された中曽

根政権期を挟んで世代交代が起きた結果）牛尾治朗（1931‐）や小林陽太郎（1933‐2015）

 
10 中北浩爾『自民党政治の変容』、NHKブックス、２０１４年、８５－１２８頁。 
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のような経済人たちが「近代主義右派」の第二世代として「政治改革」の「知的原動力」

となったとされる（松井孝治のような官僚も「近代主義右派」に振り分けられる）。この際、

佐々木毅や佐藤幸治といった一部の例外を除き「１９９０年代の改革に占める学界の存在

感は大幅に低下していた」（８２頁）ともされる。 

 二つの疑問が浮かぶ。第一に、「日本型多元主義」（つまり『再考』にいう「保守」）と「近

代主義右派」第一世代との思想的・政策的距離は、「保守」と「近代主義」という語感が想

像させるほどに遠いものであろうか。これは『再考』でも触れられるように、佐藤栄作政

権にはじまり、大平、中曽根と続くいわゆる「ブレーン政治」の脈絡において、両者はす

くなくとも人脈的には極めて近しい。相互のあるいはあったかもしれない差異は、「反体制」

的であることを当然としていた学界主流との距離感に比してむしろ些少なものであったは

ずで、そこには共闘関係を見出すことすら不可能ではない。たとえば、山崎正和と佐藤誠

三郎と香山健一は内閣調査室が「勧進元」となったＰＳＲ（policy science research）で少

なくとも十年以上同席している11。また、「グループ 1984」12あるいは政策構想フォーラム・

社会工学研究所13で共同歩調をとっている。こうした事情にくわえて当時の「保革」対立と

いう当然の前提を加味して考えれば、佐藤や香山が仮に「保守」なのであれば、高坂や山

崎等を「保守」と言わない理由は特になく（たとえ『近代の擁護』という著作があろうと

も）、ここに出る全員が「要するに保守でしょう」というのが（特に左派的なバイアスを持

つ論者ならずとも）普通の感覚だったのではないか14。そうであるとすれば『再考』が採用

する「保守」と「近代」の違いは要するに「政治改革」に賛成したか反対したかという点

に還元することができてしまい15、その「政治改革」の原動力が「近代主義」というのには

トートロジーの気味があろう。ついでに言えば、「近代主義右派」第一世代においても「政

治改革」の是非についての発言の不在は、必ずしもその全面的承認を意味しない可能性が

あろう。 

 
11 御厨貴・阿川尚之・苅部直・牧原出編『舞台をまわす、舞台がまわる』、中央公論新社、

２０１７年、１３５頁。志垣民郎『内閣調査室秘録』、文春新書、２０１９年、８９‐１０

３頁。 
12 田中健五「「グループ１９８４年」との出会い」『日本の自殺』、文春新書、２０１２年、

１６４‐１６５頁。 
13 上西朗夫『ブレーン政治』、講談社現代新書、１９８５年、１０３‐１０９頁。 
14 たしかに中曽根政権との距離は「霞友会館グループ」といわれた佐藤・香山の方が近か

ったのは事実だろう。ただその際もたとえば社会工学研究所の社長は牛尾治朗（当初は堤

義明）で、香山・佐藤に公文俊平を加えた三人と高坂正堯を加えた四人で『月刊自由民主』

の紙面の方針が編集されていたという。上西、１０８‐１０９頁。 
15 「近代主義」はいうまでもなく、「保守主義」についても様々な定義が可能である。たと

えば、７０年代以降の先進国におけるいわゆる「民主主義の統治能力」への不安、あるい

は「正統性の危機」的諸問題に対する知的な応答として（市場メカニズムへの信頼とも親

和的な）「新保守主義」が登場するなどと言われることがある。森政稔『戦後「社会科学」

の思想 丸山眞男から新保守主義まで』、NHKブックス、２０２０年、２３５‐２３９頁。

ちなみに同書では山崎正和は西部邁とともに「保守的知識人」と定義される（２３４頁）。 
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 第二に、「学界の存在感」は本当に低下していたのだろうか。報告者は「学界の存在感」

に関する定量的なデータを持ち合わせていない。だが、一連の「政治改革」においてキー

パーソンであったことをおそらく誰一人否定しないだろう小沢一郎の、小選挙区制を前提

とした二大政党制、首相官邸の機能強化、与党と内閣の一体化が謳われるその『日本改造

計画』（１９９３年）16の実質的な著者が、北岡伸一、御厨貴、飯尾潤、竹中平蔵、伊藤元

重であったことはやはり注目に値するだろう17。「近代主義」第一世代は学者、第二世代は

経済人・官僚という図式が成り立つかどうかは疑問なしとしない。 

 上記の疑問に留意しながら、以下では佐藤誠三郎について若干の整理と考察を試みたい。

その理由は、第一に、香山健一についてはすでに前掲の中北『自民党政治の変容』がかな

り詳細に考察しているからである18。第二に、「近代主義右派」に明らかに算入されるべき

ものと思われる北岡伸一・御厨貴と佐藤誠三郎との関係は、「保守」（ないし「日本型多元

主義」）と「近代主義右派」との連続と断絶を計測するうえで格好のサンプルになるはずだ

からである。周知のように、北岡・御厨は東京大学教養課程において佐藤誠三郎が担当し

ていたゼミナールの出身者であり、大学院時代の指導‐被指導関係こそないものの、その

後も学問的には密接な交流を続けていた。そして第三に、なにあろう「近代」こそ、佐藤

誠三郎がその学問的キャリアの初発において取り組んだテーマでもあったからである。 

 このうち第二点についてだけ結論を先取りしておこう。たしかに一見すると「政治改革」

に関して両者のへだたりは大きい。名前の出ない仕事だった『日本改造計画』における所

論はもちろんのこと、とりわけこと選挙制度に関する限り、公刊されている論説において

すら両者の違いは明らかだ。たとえば北岡伸一は「国際化革命とリーダーの資質」（『中央

公論』１９８９年９月）において「どちらかといえば小選挙区のほうが、言論能力の競争

には適している」（９９頁）とする。これに対し、佐藤は「（並立制になるくらいなら）中

選挙区制のほうが、有権者が政党だけでなく政治家も選べるだけでもまだまし」と断言す

る（「政治改革 八つの誤謬」『中央公論』１９９３年１１月）19。だが他方、同論文で佐藤

が「政治改革の中軸は選挙制度」という見方自体を批判していることには注意が必要であ

る。「選挙制度改革は政治改革の一部（それも重要度のあまり高くない一部分）にすぎない」

 
16 小沢一郎『日本改造計画』、講談社、１９９３年、４５‐８０頁。興味深いことに、地方

分権については中央政府の集権性とは対照的に、政府間関係の分権性が志向されている。

「全国を三百の「市」に」、同８１‐９０頁。 
17 特に内政に関わる部分は御厨貴・飯尾潤の分担であった。御厨貴・芹川洋一『日本政治

ひざ打ち問答』、日経プレミアシリーズ、２０１４年、７２‐７３頁。 
18 もっとも全学連の活動や、清水幾太郎との関係含め深掘りするところはまだまだありそ

うである。誰か研究してくれないだろうか。 
19 御厨貴の述懐「９０年代以降、僕や北岡伸一さんは佐藤さんの忠実な弟子でありながら、

佐藤さんがポスト中曽根政権時代に入っても、意地を張るかのように自民党を正当化する

ものですから、二人とも鼻白み、離反していったのです。自民党は化石化し、自己変革の

力を失っているとの気分になっていたのです。そこで、小沢一郎との不思議な付き合いが

はじまりました」（『政権交代を超えて』、１２頁）はこの間の消息を簡潔に伝えていよう。 
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（１１７頁）。そうであれば、選挙制度をめぐる見解の相違は（少なくとも佐藤の主観にお

いては）所詮は程度の問題であり、たいした問題ではないということになろう。事実、佐

藤自身がかつて小選挙区制と比例代表制との「併用方式」を主張したこともある20。選挙制

度に関する「理念」「アイデア」の選択はたしかに結果的に巨大な帰結をもたらしたが、当

時のプレーヤーがそうした因果連関ないし連動性についての全体像を把握していたわけで

はなかったということだろう。 

選挙制度についての見解の相違よりも、当時たとえば外交防衛・安全保障にかかわる政

策的判断の方がメジャーなイシューだと考えられていた可能性は十分にある。５５年体制

の崩壊は「九条＝安保体制」の終焉を帰結しなかったが、その動揺を招いたことは間違い

ない。そもそも湾岸危機をめぐる安全保障環境の激変が、小沢のようなプレーヤーをして

５５年体制の崩壊へと走らせた大きな要因であった21。彼の『日本改造計画』も当時、「小

選挙区・二大政党制」論の著書としてよりは、１９８０年代末の日本外交における「国際

主義の覚醒」（添谷芳秀）「価値の外交」（白鳥潤一郎）を象徴する書として読まれたことは、

「普通の国」なるフレーズが人口に膾炙したことからもうかがえよう22。そしてこうしたイ

シューに於いて、とりわけ湾岸戦争後の状況下で北岡と佐藤の判断がしばしば一致を見せ

ていたことは重要であろう23。 

さらに、単にイシューごとの共闘関係というにはとどまらず、その背後にある政治観や

秩序像においても、（イエ社会論の有無などの無視しえぬ差異は当然あるとしても）佐藤と

北岡・御厨との一致点も大きい。それは（やはり先取りして言うならば）「民主制における

リーダーシップの確立」という視点である。少数派の保護よりは多数派形成に、希少な資

源としての権力のその抑制よりも統合にフォーカスし、エリート間の競争の制度化を志向

する政治学の系譜である。北岡・御厨らが仮に「近代主義右派」だとすれば（明らかに『再

 
20 「定数是正と選挙制度改正」『月刊自由民主』、１９７８年、３０８号。この点、酒井大

輔「佐藤誠三郎論ノート」、於日米政治学史茶話会、２０１９年６月１日に教えられた。

https://researchmap.jp/dsakai/presentations/11173720 
21 「政治改革」の直接の近因はリクルート事件に象徴される（俗耳にも入りやすい）「政界

汚職」だったとしても、統治エリートたちに「政治改革」の必要を真に実感させた「遠因」

は、湾岸戦争のさらに以前、遡れば鈴木善幸内閣期以来の日米関係の緊張（貿易摩擦、構

造協議…etc）とその結果としての「横からの入力」（佐々木毅）問題であったという側面は

否めないだろう。清水真人『平成デモクラシー史』、ちくま新書、２０１８年、８２頁。 
22 添谷、８４－９７頁。白鳥、７３頁。 
23 北岡伸一「協調の代価――手を汚さない平和はない」（『中央公論』、１９９０年１１月号）

佐藤誠三郎「いまこそ安全保障戦略を転換せよ」（『中央公論』、１９９０年１０月号）、同

「「戦後意識」の惰性を断つ秋」（『中央公論』、１９９０年１１月号）。北岡伸一は「同じ号

に佐藤先生がほぼ同じ意見の論考を掲載されていて大変心強く感じた。しかし、日本全体

でみると我々の立場は圧倒的に少数派だった」と回想する（同編集員会編『佐藤誠三郎追

想録』、秀明出版会、２０１４年、８７頁）。もちろん９０年と９３年の状況は特に国内政

局において異なっていようが、外交防衛安全保障における「圧倒的少数派」の立場はこの

間解消されたわけではなく、したがって、ある種の共闘関係（ないしその意識）が持続し

たと推測する理由はあろう。 
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考』の見立てではそうなると報告者は思うが）、「近代主義右派」と「保守」派（ないし「日

本型多元主義」派）の違いは『再考』や『変容』が想定するほどには大きくないのではな

いか24。そして実は、「近代主義右派」にカテゴライズされていた佐々木毅と、さらに言え

ば『再考』では「近代主義左派」の教祖としての地位を与えられる丸山眞男も、この系譜

のなかに（いわば「丸山右派」に）含めて考えることさえ可能である。とはいえやや結論

を急ぎすぎたようである。節を改めて佐藤誠三郎について考えたい。 

 
24 この点は、酒井大輔前掲も指摘する。 


